金融危機に端を発する大量解雇・雇い止めから雇用とくらしを守る緊急対策の強化を国に求める意見書
アメリカ発の金融危機が世界に広がり、わが国でも大手自動車メーカーなど製造業を中心に派遣労働者や期間工などの削減が、厚生労働省の調査で08年10月から09年３月までで８万5,000人にものぼることが明らかになっている。

新潟県内でも自動車関連やＩＴ関連などの工場をはじめ、正規雇用・非正規雇用に関わらず労働者の人員整理が広がっている。
よって、国においては次の措置が実現されるよう強く要望する。
記

１　正規・非正規に関わらず、労働者に失業給付がされるように失業給付受給資格に必要な就労期間を緩和すること。また、「自己都合」の場合でも給付期間の上限を緩和すること。
２　雇用保険未加入だった労働者を含め、失業者・求職者への生活援助制度をつくり、安心して希望する職業訓練が受けられる条件整備や、家賃補助、入居時の保証などを行うこと。
３　非正規雇用の労働者を正社員に登用した中小企業には賃金の差額を助成すること。

４　企業に社会的責任を果たさせること。また、便乗的な人員整理がないように強く指導・監督すること。
５　ワーキングプアの解消に向けて、労働者派遣法等の抜本改正を検討すること。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成21年３月25日
新潟県佐渡市議会議長　竹内　道廣
内閣総理大臣　麻生　太郎　様

厚生労働大臣　舛添　要一　様

衆議院議長　　河野　洋平　様

参議院議長　　江田　五月　様

